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中国子会社の解散・清算及び特別損失の発生に関するお知らせ  

 

 

当社は、平成 26 年７月 17 日開催の取締役会において、下記のとおり中国子会社である北京幸福生

活貿易有限公司及び芬理希梦（北京）商貿有限公司を、それぞれ解散・清算することについて決議い

たしましたので、お知らせいたします。また、本件解散・清算に伴い、当社の平成 27 年２月期決算に

おいて特別損失を計上する見込みとなりましたので、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

 

 

１．解散・清算の理由 

当社は、成長が著しい中国の小売市場（通信販売）へ参入するために、平成 11 年９月に間接出資

100％の形で北京幸福生活貿易有限公司（以下、幸福生活と表記する）を設立し、次いで平成 17 年 12

月に芬理希梦（北京）商貿有限公司（以下、北京商貿と表記する）を 100％出資子会社として設立し、

２社が連携しながら中国における小売販売、通信販売事業を展開してきました。その後、サニークラ

ウズなど当社の主力事業ブランドが人気を博したものの、収益確保が難しい状況が続いており、今後

も回復が困難と判断されることから、子会社である幸福生活及び北京商貿ともに解散・清算すること

にいたしました。 

 

２．解散・清算する子会社の概要 

【幸福生活】 

(1)名 称 北京幸福生活貿易有限公司 

(2)所 在 地 中国北京市 

(3)代表者の役職・氏名  総経理 達家 善継 

(4)事 業 内 容 衣服・生活雑貨用品等の通信販売 

(5)資 本 金 1,000 千人民元 

(6)設 立 年 月 日  平成 11 年９月 

(7)大株主及び持株比率  当社間接所有 100％ 

(8)上場会社と当該会社の関係 資 本 関 係  当社間接所有 100％であります。 

人 的 関 係  当社元従業員が役員に就任しておりま

す。 

取 引 関 係  当社が商品を供給しております。 

関連当事者へ 

の該当状況  

当社の連結子会社であります。 

 



 

 

 

 

 

 

(9)最近３年間の経営成績及び財政状態 

                           （単位：百万円） 

決算期 平成 23 年 12 月期 平成 24 年 12 月期 平成 25 年 12 月期 

純 資 産 額 △195 △199 △256 

総 資 産 額 57 29 16 

売 上 高 289 238 106 

営業利益（△損失） △15 13 △27 

経常利益（△損失） △15 16 △6 

当期純利益（△損失） △15 16 △6 

 

 

【北京商貿】 

(1)名 称 芬理希梦（北京）商貿有限公司 

(2)所 在 地 中国北京市 

(3)代表者の役職・氏名  総経理 達家 善継 

(4)事 業 内 容 衣服・生活雑貨用品等の卸売、小売 

(5)資 本 金 21,500 千人民元 

(6)設 立 年 月 日  平成 17 年 12 月 

(7)大株主及び持株比率  当社 100％出資 

(8)上場会社と当該会社の関係 資 本 関 係  当社 100％出資であります。 

人 的 関 係  当社役員・従業員が役員を兼務しており

ます。 

取 引 関 係  当社が商品を供給しております。 

関連当事者へ 

の該当状況  

当社の連結子会社であります。 

(9)最近３年間の経営成績及び財政状態 

                           （単位：百万円） 

決算期 平成 23 年 12 月期 平成 24 年 12 月期 平成 25 年 12 月期 

純 資 産 額 94 69 45 

総 資 産 額 201 197 139 

売 上 高 245 242 166 

営業利益（△損失） △13 △35 △68 

経常利益（△損失） △13 △32 △38 

当期純利益（△損失） △13 △32 △38 

 

 

３．解散・清算の日程 

当社取締役会決議 平成 26 年７月 17 日（木） 

清算の日程につきましては、幸福生活は平成 26 年９月中旬、北京商貿は平成 26 年 10 月中旬（予定）

より清算の手続きを開始できる見込みであります。それ以降は、現地の法令による手続きが完了次第、

清算結了となる予定です。 

 



 

 

 

 

 

４．解散・清算に伴う影響額及び今後の見通し 

本件子会社の解散・清算の決議に伴い、平成 27 年２月期第２四半期連結決算において、現在までに

見込まれる清算関連費用 60 百万円を子会社清算損失として特別損失に計上する予定です。 

なお、平成 27 年２月期の連結会計年度の業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

以上 

 


